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食は命の源であり、私たち人間が生きるために食は欠かせない。また、国民が健康で心豊か
な生活を送るためには、健全な食生活を日々実践し、おいしく楽しく食べることやそれを支え
る社会や環境を持続可能なものにしていくことが重要である。

平成17年６月に食育基本法（平成17年法律第63号）が制定され、国は15年にわたり、都道府
県、市町村、関係機関・団体等多様な関係者とともに食育を推進してきた。その間、日常生活
の基盤である家庭における共食を原点とし、学校、保育所等が子供の食育を進め、都道府県、
市町村、様々な関係機関・団体等、地域における多様な関係者が様々な形で食育を主体的に推
進してきた。

しかしながら、我が国の食をめぐる環境は大きく変化してきており、様々な課題を抱えてい
る。

高齢化が進行する中で、健康寿命の延伸や生活習慣病の予防が引き続き国民的課題であり、
栄養バランスに配慮した食生活の重要性は増している。人口減少、少子高齢化、世帯構造の変
化や中食市場の拡大が進行するとともに、食に関する国民の価値観や暮らしの在り方も多様化
し、健全な食生活を実践することが困難な場面も増えてきている。古くから各地で育まれてき
た地域の伝統的な食文化が失われていくことも危惧される。

食を供給面から見ると、農林漁業者や農山漁村人口の著しい高齢化・減少が進む中、我が国
の令和元年度の食料自給率はカロリーベースで38％、生産額ベースで66％と食料の多くを海外
からの輸入に頼っている。一方で、食品ロスが平成30年度推計で600万トン発生しているという
現実もある。
また、近年、日本各地で異常気象に伴う自然災害が頻発する等、地球規模の気候変動の影響

が顕在化しており、食の在り方を考える上で環境問題を避けることはできなくなっている。

国際的な観点から見ると、平成27年９月の国連サミットで採択された国際開発目標である
「持続可能な開発のための2030アジェンダ」は、17の目標と169のターゲットから成る「SDGs
（持続可能な開発目標)」を掲げ、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指すものである。
SDGsの目標には、「目標２．飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能
な農業を促進する」、「目標４．すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、
生涯学習の機会を促進する」、「目標12．持続可能な生産消費形態を確保する」などの食育と
関係が深い目標がある。食育の推進は、我が国の「SDGsアクションプラン2021」（令和２年12
月持続可能な開発目標（SDGs）推進本部決定）の中に位置付けられており、SDGsの達成に寄与
するものである。
さらに、新型コロナウイルス感染症の流行は、世界規模に拡大し、その影響は人々の生命や

生活のみならず、行動・意識・価値観にまで波及した。接触機会低減のためのテレワークの増
加、出張機会の減少等により、在宅時間が一時的に増加するとともに、外出の自粛等により飲
食業が甚大な影響を受けるなど、我が国の農林水産業や食品産業にも様々な影響を与えた。ま
た、在宅時間や家族で食を考える機会が増えることで、食を見つめ直す契機ともなっており、
家庭での食育の重要性が高まるといった側面も有している。

こうした「新たな日常」の中でも、食育がより多くの国民による主体的な運動となるために
は、ICT（情報通信技術）や社会のデジタル化の進展を踏まえ、デジタルツールやインターネッ
トも積極的に活用していくことが必要である。

このような情勢を踏まえ、食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進していくため、令和
３年度からおおむね５年間を計画期間とする第４次食育推進基本計画を作成する。
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※本資料では、本頁の下線太字の部分に関する情報について、目次の構成のとおり整理・分類の上、掲載している。
※掲載データ等については、本資料公表時の最新値を掲載しているが、本資料掲載データ等を使用する際は、出典元の情報を確認す
ること。
※「食育の推進の目標に関する事項」に掲載の情報は、目標設定時（令和３年３月）の現状値等を掲載している。
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